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第三者割当により発行される株式の募集及び主要株主の異動に関するお知らせ 

 

 

当社は，平成 22 年 8 月 6 日開催の取締役会において，以下のとおり，第三者割当により発行される株式の

募集（以下、「本第三者割当増資」という。）を行うことについて決議しましたので，お知らせいたします。ま

た、本第三者割当増資に伴い、主要株主の異動が見込まれますので、併せてお知らせいたします。 

 

Ⅰ．第三者割当による新株式の発行 

１．募集の概要 

【株式発行に係る募集の場合】 

（１） 発 行 期 日 平成22年8月24日 

（２） 発 行 新 株 式 数 3,500株 

（３） 発 行 価 額 1株につき 金33,000円 

（４） 調 達 資 金 の 額 金115,500,000円 

（５） 
募集又は割当方法 

（ 割 当 先 ） 

第三者割当の方法 

 （香港東盛禾投資集團有限公司）  

（６） そ の 他 
上記各号については、金融商品取引法に基づく届出の効力発生を条件とす

る。 

 

２．募集の目的及び理由 

当社グループは創業以来、有益な投資情報を中立的な立場で投資家のニーズに合わせて提供することを理念

として、投資情報に特化した総合金融情報提供会社を目指し情報提供サービスを展開してまいりました。この

間、当社グループでは「貯蓄から投資へ」の流れをビジネスチャンスと捉え、日本株、中国株、為替・国際金

融情報提供とビジネスのフィールドを拡大してまいりました。 

しかしながら、平成 19 年夏以降、米国のサブプライム問題に端を発した金融・資本市場の混迷により、金

融機関の融資姿勢が厳しくなり、取引金融機関からの新規借入、借換えが円滑に行なえない状況が発生し、さ

らに、平成 20 年のリーマンショック以降は、世界的な金融危機の影響で資本・業務提携を行なっていた海外

の事業拠点の業績が急速に悪化し投資有価証券の減損損失、あるいは持分法投資損失の計上を余儀なくされま

した。営業状況についても、金融危機により投資資金の流動性の低下を招き、投資情報提供事業では取引先金

融機関のコストの削減から投資情報への支出を抑える状況が現れたこと、また、これまで好調に推移していた

為替・国際金融情報提供において外国為替証拠金取引業者への規制の強化、同業他社との価格競争が激しく
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なったこと等から売上が落ち込む結果となりました。金融アドバイザリー事業においてもファンド収益が大き

く減少いたしました。   

このような状況を改善するために、当社グループでは平成 21 年 4 月より当社及び国内子会社全体で月額

10,000 千円のコスト削減の取組みを開始いたしました。同年 6 月には金融アドバイザリー事業を行なう米国、

スイスの事業拠点をスイスの T&C Financial Advisor (Schweiz)に統合することでコスト削減を進めました。

同年 10 月 T&C グループ経営会議を行い、投資情報の一層のクオリティアップ、サービスのラインナップの充

実、営業活動の強化を重点課題として経営状況の改善に取組んでいくことを確認いたしました。同年 11 月か

らはグループ全体で役員報酬、従業員給与の削減を行なってまいりました。さらに、同年 10 月に中国の情報

提供子会社である Financial China Information ＆Technology Co., Ltd.の持分譲渡契約を締結し、平成 22

年3月に全ての決済が完了し特別利益424,171千円を計上する等の施策を行なってまいりましたが、前々連結

会計年度（平成19年 12月 1日～平成20年 11月 30 日）、前連結会計年度（平成20年 12月 1日～平成21年

11 月 30 日）において 2 期連続の営業赤字、2 期連続の営業活動によるキャッシュ・フローのマイナス、さら

に、平成 22 年 3 月から金融機関への借入金の返済の延滞が発生する結果となり、第１四半期連結会計期間

（平成21年12月1日～平成22年2月28日）より「継続企業の前提に関する注記」を記載するに至りました。 

当社グループでは、「継続企業の前提に関する重要な疑義」を早期に解消するために、引き続きお客様の

ニーズに合わせた投資情報コンテンツの改善・拡充、また、新規取引先の獲得に努めてまいりました。一方で、

営業状況の改善に伴う売上の本格的な増加までの資金繰りを安定させるために、平成22年4月30日にシンガ

ポールの情報提供会社の株式を売却致しました。平成 22 年 6 月 10 日には第三者割当増資 79,992 千円（発行

価格は1株につき33,000 円）を実施致しました。割当先はSG Investment, Ltd（879 株）、黄元圭氏(606 株)、

眞城利浩氏(500 株)、大榮産業株式会社(303 株)、粟野洋雄氏(136 株)であります。このうち SG Investment, 

Ltd と粟野洋雄氏は当社に対する金銭債権を現物出資（デット・エクイティ・スワップ）の方法により払込を

行なっており、現実に払い込まれた金額は 46,497 千円であります。この調達した資金については、当初平成

22 年 11 月までの運転資金として充当する予定でしたが、海外子会社からの貸付金返済及び ETF 関連の売上収

入等の月ずれが発生したため、人件費等の運転資金と併せて 7 月までに約 26,000 千円を既に充当しておりま

す。移転費用20,000千円については、コスト削減を目的に平成22年7月に新橋から芝浦にオフィスを移転し

たことに伴う新・旧オフィスにかかる費用として約17,000千円を充当しております。 

また、当社および当社子会社では、平成 22 年 7 月末日時点で金融機関 3 行に対して借入金残高が 349,780

千円あり、平成 22 年 3 月から金融機関への借入金返済の延滞が発生しております。延滞しない場合、月平均

13,000 千円程度の元本返済の負担がありましたが、返済負担を軽減するために各金融機関に対して返済条件

の変更の申し入れを行い既に主要取引銀行を含む2行と返済条件の変更の合意を得ております。これにより、

平成22年10月までの元本返済が猶予され、平成22年11月以降は当社の事業計画に基づき事業活動に影響の

ない範囲で継続的に借入金の返済を行っていく予定であります。現在の計画では月々の返済予定金額はこれま

での半額以下となる見込みであります。 

以上のような取り組みを講じてはいるものの、本格的な営業状況の改善には時間が必要とされることから、

当社は、当面の営業活動における赤字収支に関して人件費等の支払、及びこれまで猶予され、平成22年11月

以降開始予定の借入金の元本返済に充当するため、早急に資金調達を行う必要が生じております。 

一方で、当社グループの中核事業は投資情報提供事業であり、主要な取引先は銀行、証券会社、外国為替証拠

金取引業者および個人投資家等であるため、国内外の金融市場の変動や金融取引に対する規制の導入等により、

当社グループの事業環境は大きく左右されます。このため、当社では、以前よりこのような外部環境の変動に

対応できる事業ポートフォリオを構築するために、投資情報提供事業以外に今後成長が見込める新たな事業へ

の進出の検討を行ってまいりました。その結果、既に金融アドバイザリー事業を通じて関係を深めていた医療

機器製造・販売会社である株式会社メディエートが所有する特許権を活用したライセンス事業を開始すること

を決定いたしました。同社は京都に本社があり、役職員23名程度の中小企業ではありますが、平成16年「ホ
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ルマリンガス無害化脱臭方法および装置」の特許を取得し、平成 21 年 7 月にはこの特許技術を活用した「滅

菌器」が厚生労働省より製造、販売の薬事承認を取得いたしました。当該特許は安価で殺菌力が強いものの、

強い残留性・浸透性があるホルムアルデヒドガスを無毒化脱臭する技術であり、その技術を搭載した当該滅菌

器は強い殺菌力があり、安価で簡単な操作性と短い処理時間を実現した製品であります。これまで、病院や研

究所等では滅菌器として酸化エチレンガス（EOG）を利用した製品等が多く採用されておりますが、EOG が特

定有害物質に指定され様々な制約が発生したことから、今後その完全な代替器でありかつ、環境汚染が無く、

低コストで、滅菌対象物を選ばない同社の「滅菌器」は市場シェアを拡大することが期待されます。同社の昨

年度の売上は200,894千円、営業損失は110,100千円です。今期に入り、有力な病院や研究所への導入実績が

進んでおりますが、当該商品のブランドの浸透が十分ではないこと、また営業戦略の建て直しを行なっている

ため、今年度第1四半期の売上は16,916千円、営業損失38,021千円と計画に対し未達の状況であります。し

かしながら、上述しましたように、当該商品の優位性、及び販売網の確立により今後の業績の回復を見込んで

おります。 

当社では平成19年11月に当該特許権を取得し、当該滅菌器の売上高に応じてライセンス使用料を受領する

ライセンス事業を開始しており、株式会社メディエートの事業支援を行うために当社の 100％子会社である

T&C FA Holding AG が付与された新株予約権を平成 21 年 3 月より随時行使してまいりました。当社は平成 22

年3月に株式会社メディエートの営業活動を強力に推し進めることを目的に、当社代表取締役田中茂樹を同社

の取締役として派遣しており、さらに当社グループが同社の筆頭株主となり実質的に同社を支配するため、新

株予約権の未行使残高320個を行使するタイミングを考えておりました。このような状況下、今回の割当先の

実質的な意思決定者である王 懐東氏が当社のライセンス事業に理解を示し、第三者割当増資を引き受けてく

れることとなりました。 

以上の理由から、前回の第三者割当増資から短期間ではありますが、今回の大規模な第三者割当増資を実施

することとなりました。 

 

３．調達する資金の額，使途及び支出予定時期 

（１）調達する資金の額（差引手取概算額） 

   調達予定額： 110,500,000円 

 発行価額総額  ：   115,500,000円 

 発行にかかる諸経費 ：  5,000,000円 

 調達予定額  ：      110,500,000円 

  発行諸費用の内訳は、開示関連書類等の作成サポートや発行手続きに関する助言等のための弁護

士、公認会計士等への支払報酬 3,500,000 円、調査費用 500,000 円、書類作成、登記費用及びその

他諸経費1,000,000円であり、消費税等は含まれておりません。 

 

（２）調達する資金の具体的な使途 

 具体的な使途 
金 額（百万

円） 
支出予定時期 

① 運転資金 78,500,000 平成22年8月～平成23年7月

② 
当社 100％子会社（T&C FA Holding AG）への

貸付金（株式会社メディエートへの出資） 
32,000,000 平成22年8月～平成22年9月

    

具体的な使途は、調達予定額のうちの実際手取額を基準に記載しております。 
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４．資金使途の合理性に関する考え方  

① 運転資金のうち、約 24,000 千円については、当面の営業活動における赤字収支に関して人件費等の支払

いに充当し、約 14,000 千円については、借入金の返済等に充当する予定です。また、約 7,000 千円について

は、金融機関からの借入金の返済条件の見直しに関して生じる金利スワップの解約手数料に充当する予定です。 

 残余分の 33,500 千円については、営業活動が当初計画通りに進まない場合の資金繰りに対応し、充当して

いく考えであります。これらの資金は、投資情報提供事業において、当初事業計画で見込んでいる新規法人顧

客の獲得が計画通りに進まない場合や、過去最も多く法人顧客の解約が発生した前年度と同様の事態が生じた

場合（前年度月平均解約額約4,300千円）などに対応するための内部留保資金であり、資金繰りの状況に応じ

充当するまで当社銀行口座で管理いたします。 

② 株式会社メディエートは、医療機器製造･販売業者で、「ホルマリンガス無害化脱臭方法および装置」の特

許を平成16年5月に取得、平成21年7月には厚生労働省よりその特許を利用した医療用滅菌器の製造、販売

の薬事承認を取得しております。当社との関係は、平成 18 年 2 月に資金繰りが悪化していた同社に対し、当

社グループの T&C NY, Inc（現 T&C Financial Advisor(USA)）及び T&C Capital, Limited.(現 MG Capital, 

Limited.)が私募ファンド（V.C. Patent Strategy Note Ⅱ）を組成し、当該ファンドが同社の特許権を購入

し事業支援を開始したことが始まりです。平成 19 年 11 月に当該ファンドから当社が特許権を取得し、平成

20年 11 月に当社の100％子会社であり、金融アドバイザリー事業を統括するT&C FA Holding AG（平成 20年

1月設立）が株式会社メディエートからコンサルティング業務の報酬の一部として新株予約権（1000個、行使

価格 100 千円）を付与されております。当社は T&C FA Holding AG に手取金のうち 32,000 千円を貸し付け、

同社が株式会社メディエートの未行使の新株予約権 320 個を行使いたします。現在、当社及び T&C FA 

Holding AGを合わせて株式会社メディエートの議決権を21.77％所有しておりますが、今回の新株予約権の行

使により議決権比率が29.03％に高まり当社グループが筆頭株主となります。 

 

５．発行条件等の合理性 

（１）発行価格及び発行条件の合理性に関する考え方 

 発行価格につきましては、本第三者割当増資に係る取締役会決議の前営業日の終値から 11.86％プレミアム

の 33,000 円といたしました。当該価格は、当社事業計画に基づき算定された当面の運転資金の必要額、また、

投資情報提供事業において、当初事業計画で見込んでいる新規法人顧客の獲得が計画通りに進まない場合や、

過去最も多く法人顧客の解約が発生した前年度と同様の事態が生じた場合（前年度月平均解約額約 4,300 千

円）などに対応するための内部留保資金額、T&C FA Holding AG が所有する株式会社メディエートの新株予約

権の未行使残高額の合計金額を前提に、平成22年6月10日実施の第三者割当増資実行後の当社の経営状況、

割当先の拠出可能金額、及び割当株数が当社代表取締役田中茂樹の持株数を超えない範囲であること等につい

て割当先との協議の結果決定いたしました。なお、過去 6 ヶ月間（平成 22 年 2 月 9 日から平成 22 年 8 月 5

日）の当社普通株式の終値の平均値33,702円からのディスカウント率は2.08％、過去3ヶ月間（平成22年5

月 6日から平成22年 8月 5日）の平均値30,053 円からのプレミアムは9.80％、過去1ヶ月間（平成22年 7

月8日から平成22年8月5日）の平均値29,369円からのプレミアムは12.36％であります。 

 当該発行価格につきましては、前回平成 22 年 6 月 10 日に実施した第三者割当増資の発行価格 33,000 円と

同一であります。前回の発行価格の決定理由は、第1四半期連結会計期間(平成21年 12月 1日～平成22年 2

月28日)に「継続企業の前提に関する注記」を記載するに至ったこと、及び平成22年4月30日に持分法適用

会社を譲渡したことから、前回決定時点から遡る過去１ヶ月の株価（32,656 円）を参考とすることが当該事

由を反映した価格であり、合理性があると判断したからです。今回の発行価格検討に際し、第1四半期連結会

計期間(平成21年12月1日～平成22年2月28日)に続いて平成22年7月14日に提出した当第2四半期連結

会計期間(平成 22 年 3月 1日～平成 22年 5 月 31 日)の四半期報告書でも「継続企業の前提に関する注記」を

記載するに至ったことから、当社は、この間の当社グループの経営、財務状況に大きな変化はなく、前回の発
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行価格を参考とすることに合理性があると判断いたしました。 

 また、当該発行価格は、直前の株価を上回っており、かつ、過去 1 ヶ月間、3 ヶ月間及び 6 ヶ月間の平均値

を 10％以上下回るものではなく、当社は、会社法第１９９条第３項に規定されている特に有利な金額ではな

いと判断しております。 

 以上の内容につきましては平成 22 年 8 月 6 日開催の取締役会において十分に検討し、出席取締役全員の賛

成により決議されました。また、当社社外監査役より、①発行価格は取締役会直前日の株価より高く、かつ、

過去1ヶ月間、3ヶ月間及び6ヶ月間の平均値を10％以上下回るものではないこと、②前回の第三者割当増資

から期間が短く、その間に当社の経営、財務状況に大きな変化があったわけではないので、前回の発行価格を

本件の算定基礎にすることに一定の妥当性がある、との理由により、発行条件が特に有利な金額には該当しな

い旨の意見を得ております。 

 

（２）発行数量及び株式の希薄化の規模に関する合理性についての考え方 

 今回の第三者割当増資は、平成22年6月10日に第三者割当増資を行なってから6ヶ月を経過しておりませ

んので、希薄化の計算においては、平成22年6月10日に第三者割当増資により発行した株式数と通算して希

薄化の計算を行ないます。     

    （希薄化率の計算） 

平成22年6月10日第三者割当新株発行前発行株式数 14,784株 ① 

平成22年6月10日第三者割当新株発行による発行株式数 2,424株 ② 

前回（平成22年6月10日新株発行時）希薄化率（②÷①）×100 16.40％ ③ 

本件新株発行による増加株式数 3,500株 ④ 

通算希薄化率｛（②＋④）÷①｝×100 40.07％ ⑤ 

 上記の通り、本件新株発行により、平成22年 6月 10 日に実施した新株発行と通算した希薄化率は40.07％

となり、大規模な第三者割当増資に該当するため、当社は当該増資の必要性及び相当性に関する株主総会決議、

又は独立した第三者委員会による意見を求める必要があります。そこで、当社は、当社と独立した弁護士、公

認会計士、社外監査役の合計3名で構成された第三者委員会を立ち上げることといたし、同委員会に依頼し、

今回の大規模な第三者割当増資には必要性及び相当性が認められるとの意見を得ております。 

 今回の新株発行により、平成 22 年 6 月 10 日に実行した新株発行と通算して 40.07%の株式の希薄化が生じ

ますが、当社は、発行数量に関しては当社代表取締役の所有株式数以下であること、また割当先の議決権比率

も増資後 16.90％であり、これまでの経営方針に大きな影響を与える水準でないことから、許容範囲の数量と

考えております。また、希薄化の規模につきましては、割当先からは2年間の継続保有の確約書を受領してお

り、当社は、短期的な需給を崩すことはないと考えております。さらに当社は、今回の第三者割当増資による

資金の一部を運転資金に充当することにより当面安定的な情報提供事業が継続して行えること、同資金の一部

を株式会社メディエートに追加出資をすることで新たな事業ポートフォリオ構築のステップになることから、

中・長期的な観点で見れば、株主の皆様の利益を高めることになると判断しております。 

 

（既存の株主への影響についての取締役会の判断の内容） 

 今回の第三者割当増資は大規模な第三者割当に該当し、既存の株主の皆様には株式価値の希薄化が生じるこ

とになることから、当社取締役会では、既存の株主の皆様への影響及び当第三者割当増資の妥当性について検

討いたしました。 

 当社では本年度に入り、継続企業の前提に関する重要な疑義が生じ、財務諸表にその旨注記しております。

当社ではこのような状況を早期に解消するためには、中核事業である投資情報提供事業の収益を回復・安定さ

せることが喫緊の課題であると認識しております。これまで当社は、役職員の報酬・給与の削減、オフィス移
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転による固定費の圧縮、その他可能なコスト削減策を講じてまいりましたが、営業赤字、営業キャッシュ・フ

ローのマイナスの状況が続き、当第2四半期連結会計期間末（平成22年5月31日現在）の現金及び預金残高

は 29 百万円という状況であります。そのため当社は、当面の営業活動における赤字収支に関して人件費等の

支払いに充当するための運転資金、借入金の返済、及び投資情報提供事業において、当初事業計画で見込んで

いる新規法人顧客の獲得が計画通りに進まない場合や、過去最も多く法人顧客の解約が発生した前年度と同様

の事態が生じた場合（前年度月平均解約額約4,300千円）などに対応するための内部留保資金を確保しておく

ために資金調達を行うことは必要不可欠であり、また、今後の当社の成長に貢献することが期待される事業へ

投資するために現段階で必要な資金調達を行うことも経営戦略として重要であると認識しております。 

 当社としましては、これらの必要性に対応するために様々な資金調達の方法を鋭意検討してまいりました。

まず自助努力といたしまして、役員報酬の 20％の削減および運転資金を補充するためにこれまで随時役員か

らの借入を行ってまいりましたが、今後の資金繰りを継続的に安定させるまでの追加の借入は難しい状況であ

ります。銀行借入については当社グループでは担保に供する資産がなく、平成21年 8月から9月及び平成22

年3月から現在まで借入返済の延滞が発生している状況下では取引金融機関から追加の融資を得ることも難し

い状況であります。このため当社では、長期的に安定的な資金調達の方法として直接金融での資金調達につい

て検討を行いました。公募増資については、「継続企業の前提に関する注記」の記載もあり、また、当社株価

の低迷が長期にわたっているため、十分な応募は期待できないと判断いたしました。株主割当増資については、

一部大株主に打診したものの前向きな回答は得られず、また、配当も実施していないことから断念いたしまし

た。そのため、直接金融の方法の中では資金確保の確実性が高く、短期間で安定的な資金確保が可能である第

三者割当増資を当社の状況を理解していただける割当先に行うことが最善の手段と判断いたしました。 

 しかしながら、前回および今回の第三者割当増資により既存の株主様におかれましては、40.07％の株式の

希薄化が生じ1株当たり利益が減少することになるとともに、株式持分の比率減少による株主総会での議決権

等の希薄化が生じることになります。 

 この点に関して当社取締役会は、①今回の第三者割当増資により調達した資金の一部を当面の営業活動にお

ける赤字収支に関して人件費等の支払いに充当するための運転資金及び借入金の返済として用いることで、当

社の経営の安定性並びに株主価値が維持されること、②同資金の一部を株式会社メディエートへの出資金とし

て用い筆頭株主となることで、今後は当社が主体となり国内外の同社の事業展開を加速させ、当社のライセン

ス事業の収益向上につなげることにより、投資情報提供事業と並ぶ新たな収益源となる事業構築のステップと

なることから、将来的な1株当たり利益の増加が期待されること、③今回の発行価格がプレミアムが付された

価格であることから、1 株当たり純資産の減少を伴わないこと、④割当先が 2 年間の長期保有を確約しており、

短期的な需給及び株価への影響は軽微であること、⑤当第三者割当増資により株主資本が厚くなり、自己資本

比率が向上することで財務体質の健全化につながること、⑥今回の第三者割当増資による新株の発行数量は、

当社が安定的な事業活動を行い、将来の成長戦略につなげるための投資に必要な最低限の金額と、経営の継続

性という観点から当社代表取締役田中茂樹の持株数を超えない範囲で決定しているため、40.07％と希薄化の

規模は大きいものの、株主の皆様に理解していただける範囲であると考えられること、等の理由で今回の第三

者割当増資には一定程度の合理性があると判断いたしました。 

 

６．割当先の選定理由等 

（１）割当先の概要 

                                   （平成22年7月12日現在） 

（１） 名 称 香港東盛禾投資集團有限公司 

（２） 所 在 地 香港北角電氣道183號友邦廣場34樓3401-2室 

（３） 代表者の役職・氏名 董事 王 懐東 ／ 董事 王 懐慶 
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（４） 事 業 内 容 投資及び融資、環境保護、医療サービス、教育、国際貿易、エネルギー 

（５） 資 本 金 7百万香港ドル 

（６） 設 立 年 月 日 2004年 2月11日 

（７） 発 行 済 株 式 数 70,000株 

（８） 決 算 期 12月 

（９） 従 業 員 数 0名 

（10） 主 要 取 引 先 なし 

（11） 主 要 取 引 銀 行 中国工商銀行 

（12） 大株主及び持株比率 王 懐東 100％ 

（13） 当事会社間の関係  

 資 本 関 係 該当事項はありません。 

 人 的 関 係 該当事項はありません。 

 取 引 関 係 該当事項はありません。 

 関 連 当 事 者 へ の 

該 当 状 況 
該当事項はありません。 

（注1） 休眠会社であったため、決算情報はありません。 

 

 香港東盛禾投資集團有限公司は投資業を目的に香港の法人が平成16年2月に設立いたしました。その

後、投資業を行なうために平成 17 年 11 月に王 懐東氏が同社の株式を買取り、現在は同氏が発行済株

式の 100％を所有しており、最終的な意思決定者であります。これまで投資適格案件がなかったため同

社は休眠会社でありました。今回、当社が上場企業であり財務状況を含めてディスクロージャーが適切

に行われていること、また、当社が医療、環境事業に関係する事業も行っていることから、王 懐東氏

が香港東盛禾投資集團有限公司の投資適格案件であると判断し、当社の第三者割当増資を引き受け初め

て同社の事業を開始いたします。香港東盛禾投資集團有限公司の当社新株引受に必要な資金は、王 懐

東氏が同社へ全額貸付することにより拠出いたします。 

 当社は、割当予定先である香港東盛禾投資集團有限公司が暴力団等とは一切関係が無いことを確認し

ており、その旨の確認書を株式会社大阪証券取引所に提出しております。また、同社及び同社の 2 名の

董事について国内の第三者機関である株式会社中央情報センターに調査を依頼し、これらの方々が反社

会的勢力とは一切関係がない旨の報告を受けております。 

 

（２）割当先を選定した理由 

 当社は、今回の第三者割当増資にあたり、当社の現在の経営状況、経営方針、将来的な企業価値の向上につ

ながる施策を理解し、協力していただけるという視点から割当先の選定を行ないました。 

 割当先の選定にあたって当社は、香港 GEM 市場に上場している金融情報サービス会社 Finet Group Limited.

の会長である Yu Gang George 氏に相談をいたしました。当社子会社である株式会社 T&C フィナンシャルリ

サーチでは中国株に関する情報提供を行なっており、当社は Finet Group Limited.と相互の情報を利用する

ために平成17年2月に業務提携契約を締結しており、このような関係からYu Gang George氏と当社代表取締

役田中茂樹はお互いの事業戦略についての意見を交換し合う懇意な間柄であります。平成 22 年 3 月、当社代

表取締役田中茂樹は、当社のこれまでの投資情報を中心としたビジネスモデルあるいは今後の医療機器分野で

の新規事業展開に理解を示していただける割当先の紹介を Yu Gang George 氏に依頼いたしました。同年 4 月、

Yu Gang George 氏より、医療、環境分野のコンサルタントであり、香港の医薬、環境業界の有力者である王 

懐東氏を紹介されました。同年 6 月中旬、当社代表取締役田中茂樹は、Yu Gang George 氏を通じて王 懐東
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氏と増資の引受交渉を開始し、同年7月上旬、王 懐東氏から同氏の所有会社である香港東盛禾投資集團有限

公司が増資を引受ける旨の確約書を受領いたしました。 

 王 懐東氏は平成 5 年 4 月から平成 11 年 4 月にかけて九州大学に留学し医学博士号を取得し、現在、香港

メインボード市場に上場している北京御生堂藥業集團有限公司の子会社である北京御生堂國薬控股有限公司の

副総裁であり、医療関係の分野に深い知見を持っております。また、王 懐東氏は株式会社メディエートの中

国担当者を通じて、以前から同社の事業内容を知っておりました。当社代表取締役田中茂樹が7月中旬に香港

で王 懐東氏と面談し、同氏が株式会社メディエートの製品の中国での販売を進めていくこと、そのために当

社が筆頭株主として引続き同社の事業戦略をサポートすること、また出資規模に関しては、当社代表取締役田

中茂樹の持株数を超えないこと及び平成22年6月10日実施の第三者割当増資の発行価格を前提にすることを

直接確認し、香港東盛禾投資集團有限公司を割当先として選定いたしました。 

 

（３）割当先の保有方針 

 香港東盛禾投資集團有限公司の王 懐東氏は、当社が株式会社メディエートの事業に関わりを深め、今後中

国で同社の事業を拡大していく戦略について関心を持っております。また、株式会社メディエートの業績が拡

大することが当社のライセンス事業の今後の成長につながることから、今回割り当てる当社新株を中長期的に

保有する方針であるという考えを持っております。 

 同氏からは割当先および同氏の経済状況が悪化した場合又は、当社の事業計画が現況と大きく変更されるよ

うな場合でない限りは、本件株式の割当日（平成22年8月24日）から2年間は売却しない旨の確約書を入手

しております。 

 なお、当社は、当該割当先から、本件株式の割当日（平成22年8月24日）より2年以内に当該割当新株式

の全部又は一部を譲渡した場合には、ただちに譲渡を受けた者の氏名及び住所、譲渡株式数、譲渡日、譲渡価

格、譲渡の理由、譲渡方法等を当社へ書面により報告すること、及び当社が当該内容を株式会社大阪証券取引

所へ報告することにつき、確約書を取得する予定であります。 

 

（４）割当先の払込みに要する財産の存在について確認した内容 

 今回の当社新株引受に必要な資金は、王 懐東氏が香港東盛禾投資集團有限公司へ全額貸付することにより

拠出いたします。この点について当社は、平成 22 年 6 月 8 日に締結された王 懐東氏と香港東盛禾投資集團

有限公司間の借款証明書（15,000 千香港ドル）を入手することにより確認しております。また、当該借款証

明書に基づき、平成 22 年 6 月 8 日に香港上海銀行における王 懐東氏の口座から香港東盛禾投資集團有限公

司の口座へ 15,000 千香港ドルの送金が完了したことを当社は、香港上海銀行のインターネットバンキング上

の送金完了画面の写しを受領することにより確認しております。割当予定先である香港東盛禾投資集團有限公

司の払込資金の十分性について当社は、平成 22 年 8 月 5 日付の香港上海銀行における香港東盛禾投資集團有

限公司の預金残高を、香港上海銀行のインターネットバンキング上の残高照会画面の写しを受領することによ

り確認しております。当該資金が王 懐東氏の資金であることは、当社代表取締役田中茂樹が7月中旬に香港

で王 懐東氏と面談し、同氏の自己資金であるとの説明を受けました。さらにその点を確認するために、当社

は王 懐東氏に同氏の銀行口座における入出金履歴の提示を求めましたが、個人情報保護の観点から提示を受

けることはできませんでした。しかしながら、王 懐東氏が北京御生堂國薬控股有限公司の副総裁であり、ま

た、医療、環境分野のコンサルタントとして活躍されていること等から、当社といたしましては、当該資金が

同氏の自己資金であると判断しております。 

  

（５）その他重要な契約等 

 当社は、割当先及び当社の関係者間に、本株式発行に関する契約及び株券消費貸借契約等を締結しておりま

せん。また、その他該当事項はありません。 
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７．募集後の大株主及び持株比率 

募集前（平成22年7月31日現在） 募 集 後 

田中 茂樹 23.1％ 田中 茂樹 19.2％

ロー・ブン・ファ 12.9％ 香港東盛禾投資集團有限公司 16.9％

大榮産業株式会社 5.6％ ロー・ブン・ファ 10.7％

SG Investment, Ltd. 5.1％ 大榮産業株式会社 4.7％

バンク ジュリウス ベア アンド カ

ンパニー リミテッド 

4.3％ SG Investment, Ltd. 4.2％

黄 元圭 3.5％ バンク ジュリウス ベア アンド カ

ンパニー リミテッド 

3.6％

テレコム･ベンチャー投資事業 3.4％ 黄 元圭 2.9％

眞城 利浩 2.9％ テレコム･ベンチャー投資事業 2.8％

吉田 優 2.1％ 眞城 利浩 2.4％

エスアイエックス エスアイエス  

エルティーディー 

2.0％ 吉田 優 1.8％

（注）当社は平成22年6月10日に第三者割当増資を実施しているため、平成22年5月31日の株主名簿上の

株主及び持分比率に、当該第三者割当増資にかかる株式数（2,424 株）を加算し、割当前後の所有株式

数を計算しております。 

 

 ８．今後の見通し 

 今回の第三者割当による業績に与える直接的な影響はございません。 

（企業行動規範上の手続き） 

○ 企業行動規範上の手続きに関する事項 

本第三者割当増資により、平成 22 年 6 月 10 日に実施した新株発行と通算した希薄化率は 40.07％と

なることから、当社は経営者から独立した第三者から構成される第三者委員会を立ち上げ、当該割当の

必要性および相当性に関する検討をいたしました。第三者委員会のメンバーは三宅坂総合法律事務所 

関高浩弁護士、汐留パートナーズ会計事務所前川研吾公認会計士、当社社外監査役 広瀬直樹の 3 名で

あります。関弁護士、前川公認会計士は当社及び経営者から完全に独立した第三者であり、両氏から第

三者委員会の運営を円滑に行うために当社内の事情を把握している人物が第三者委員会に必要との要望

があり、広瀬社外監査役を選任いたしました。当社は、第三者委員会に対して、本第三者割当増資に関

する事項（募集株式発行の目的及び理由、調達する資金の額、使途及び支出予定時期、第三者割当増資

とその他の資金調達手段との比較、調達する資金の使途の合理性に関する考え方、発行価格及び発行条

件の合理性に関する考え方、発行数量及び株式の希薄化の規模に関する合理性についての考え方、割当

予定先の選定理由、募集後の大株主及び持株比率、大規模な第三者割当増資が既存の株主に与える影響）、

金融機関との取引状況、今後の事業計画並びにその他必要と思われる事項についての当社取締役会の判

断した内容等について詳細に説明し、第三者委員会において慎重に審議、検討を行いました。審議の結

果、平成22年8月6日に意見書が提出されました。意見書には、①資金調達の必要性について、資金使

途が相当かつ合理的である限り、本件増資によって資金調達を行うことには必要性があると認められる

こと、②すでに当社では役職員の報酬・給与の削減、オフィス移転等のコスト削減を行っており、さら

なる人件費の削減、及びその他コスト削減により本件増資による資金調達が不要となる程度のコスト削

減を短期間で実行することは、極めて困難であると認められることから、運転資金として本第三者割当
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増資の資金を使用することに合理性・相当性があると認められること、③株式会社メディエートは今後、

売上及び収益の増加が見込まれ、同社の業績が向上すれば当社のキャッシュフロー及び収支向上に寄与

することが見込まれることから、同社に対する支配権を強化するために、当社の100％子会社であるT&C 

FA Holding AG が株式会社メディエートに対する新株予約権を行使するための資金を、当社が T&C FA 

Holding AG に貸し付けることに本第三者割当増資の資金を使用することは合理性及び相当性があると認

められること、④金融機関からの借入金につきリスケジュールを行うことにより、スワップ解約手数料

の支払を実行することに本第三者割当増資の資金を使用することは必要かつ相当であると認められるこ

と、⑤金融機関への借入金の返済等による将来の総合収支の赤字の補填のための資金の確保のために本

第三者割当増資の資金を使用することは必要かつ相当であると認められること、⑥手元流動性を高める

ために現金及び預金を保有することは企業活動において一般的なことであることから事業計画が予定と

異なった場合等に備えて手元流動性を高めるために本第三者割当増資の資金を使用することの必要性は

大きいと認められること、⑦借入れ、社債発行、公募増資、株主割当増資といった他の資金調達手段が

現実的に困難であり、本件増資において第三者割当増資を選択することに必要性及び相当性が認められ

ること、⑧本件割当先の保有方針について、募集株式の譲渡の報告に係る確約書に加え、発行日から 2

年以上は当社の株式を保有することを確約しており、当該方針については適切なものであると認められ

ること、⑨経営の独立性維持について、本件割当先の持株比率は 16.90％に達するが、最大の株主であ

る当社代表取締役田中茂樹の保有比率を上回るものでないこと、当社の取締役を本件割当先が指定する

等の合意はないこと、本件割当先による当社への投資は、当社が実質的に支配する株式会社メディエー

トの事業（医療機器関連事業）の将来性に着目した側面があることから、本件増資は、当社の経営の独

立性に重要な影響を及ぼすものではないと認められること、⑩発行価格について、直前の株価を上回っ

ており、かつ、過去 1 ヶ月間、3 ヶ月間及び 6 ヶ月間の平均値を 10％以上下回るものではなく、また、

2010 年 6月 10日に実施した第三者割当増資の発行価格が33,000円であること、平成22年 7月 14日に

提出した平成 22 年 11 月期第 2 四半期報告書においても「継続企業の前提に関する注記」を記載するに

至っていることを勘案すると、本件増資の発行価格は合理性を有し、不公正な価格に該当しないと認め

られること、⑪希薄化については、40.07％と大規模ではあるものの、本第三者割当増資は必要、相当か

つ合理性の認められる資金使途のための資金調達であること、及び第三者割当増資の方法についても相

当性・合理性が認められること、また、割当先の属性及び保有方針並びに本件増資の払込資金について

も特段の問題はないと認められることから、希薄化の程度を踏まえても、本件増資は相当かつ合理性を

有すると認められること、などが記載されております。 

 

９．最近３年間の業績及びエクイティ・ファイナンスの状況 

（１）最近３年間の業績（連結） 

 平成19年11期 平成20年11期 平成21年11期 

連 結 売 上 高 1,448百万円 1,265百万円 1,169百万円

連 結 営 業 利 益 266百万円 △180百万円 △232百万円

連 結 経 常 利 益 229百万円 △289百万円 △381百万円

連 結 当 期 純 利 益 126百万円 △563百万円 △358百万円

１株当たり連結当期純利益 9,923.29円 △42,774.85円 △24,281.45円

１ 株 当 た り 配 当 金 0円 0円 0円

１ 株 当 た り 連 結 純 資 産 81,705.59円 50,146.78円 24,862.93円
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（２）現時点における発行済株式数及び潜在株式数の状況（平成22年8月6日現在） 

 株 式 数 発行済株式数に対する比率 

発 行 済 株 式 数 14,784株 １００％ 

現時点の転換価額（行使価額）に

お け る 潜 在 株 式 数 
―株 ―％ 

下限値の転換価額（行使価額）に

お け る 潜 在 株 式 数 
―株 ―％ 

上限値の転換価額（行使価額）に

お け る 潜 在 株 式 数 
―株 ―％ 

 

（３）最近の株価の状況 

① 最近3年間の状況 

 平成19年11期 平成20年11期 平成21年11期 

始  値 720,000円 141,000円 122,000円

高  値 920,000円 205,000円 122,000円

安  値 95,000円 103,000円 41,400円

終  値 123,000円 121,000円 43,800円

 

② 最近6か月間の状況 

 
平成22年

２月 
３月 4月 5月 6月 7月 

始  値 39,000円 37,650円 39,550円 37,300円 30,150円 29,510円

高  値 39,000円 46,000円 42,700円 37,300円 34,400円 30,700円

安  値 28,000円 34,000円 35,100円 26,000円 28,400円 28,000円

終  値 36,800円 40,000円 35,700円 28,150円 29,000円 28,000円

 

③ 発行決議日における株価 

 平成22年8月6日 

始  値 30,000円

高  値 30,000円

安  値 30,000円

終  値 30,000円
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（４）最近３年間のエクイティ・ファイナンスの状況 

・第三者割当増資 

発 行 期 日 平成20年9月26日 

調 達 資 金 の 額 240,000,000円（差引手取概算額） 

発 行 価 額 135,000円 

募 集 時 に お け る 

発 行 済 株 式 数 
12,862株 

当 該 募 集 に よ る 

発 行 株 式 数 
1,800株 

募 集 後 に お け る 

発 行 済 株 式 総 数 
14,662株 

割 当 先 田中茂樹、大榮産業株式会社、ロー・ブン・ファ 

発 行 時 に お け る 

当 初 の 資 金 使 途 

当社グループの投資情報提供事業、エンターテインメント事業及びライセンス事

業においてＭ＆Ａを実施していくため。 

発 行 時 に お け る 

支 出 予 定 時 期 
平成20年9月から平成21年6月まで 

現 時 点 に お け る 

充 当 状 況 
当初の資金使途に従い充当済みであります。 

 

・第三者割当増資 

発 行 期 日 平成22年6月10日 

調 達 資 金 の 額 78,992,000円（差引手取概算額） 

発 行 価 額 33,000円 

募 集 時 に お け る 

発 行 済 株 式 数 
14,784株 

当 該 募 集 に よ る 

発 行 株 式 数 
2,424株 

募 集 後 に お け る 

発 行 済 株 式 総 数 
17,208株 

割 当 先 SG Investment, Ltd.、黄元圭、眞城利浩、大榮産業株式会社、粟野洋雄 

発 行 時 に お け る 

当 初 の 資 金 使 途 
運転資金及びオフィス移転費用 

発 行 時 に お け る 

支 出 予 定 時 期 
平成22年6月から平成22年11月まで 

現 時 点 に お け る 

充 当 状 況 

当初平成 22 年 11 月までの運転資金として充当する予定でしたが、海外子会社か

らの貸付金返済及び ETF 関連の売上収入等の月ずれが発生したため、人件費等の

運転資金と併せて 7 月までに約 26,000 千円を既に充当しております。移転費用

20,000 千円については、コスト削減を目的に平成 22 年 7 月に新橋から芝浦にオ

フィスを移転したことに伴う新・旧オフィスにかかる費用として約 17,000 千円を

充当しております。 
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10．発行要項 

（1） 募 集 株 式 の 種 類 ･ 数  普通株式3,500 株 

（2） 払 込 金 額  1株につき 金33,000円 

（3） 払 込 金 額 の 総 額  115,500,000円 

（4） 増加する資本金及び資本

準備金に関する事項 

 増加する資本金の額 

1株につき16,500円（総額57,750,000円） 

増加する資本準備金の額 

1株につき16,500円（総額57,750,000円） 

（5） 募 集 方 法  第三者割当の方法による 

（6） 申 込 期 日  平成22年8月23日（月） 

（7） 払 込 期 日  平成22年8月24日（火） 

（8） 割当先及び割当株数  

 

香港東盛禾投資集團有限公司 普 通 株 式 3,500株

 

Ⅱ．主要株主の異動 

１．異動に至った経緯 

本第三者割当による新株式発行により、主要株主の異動が発生する見込みであります。 

 

２．異動する株主の概要 

 上記「Ⅰ．第三者割当による新株式の発行 ６．割当先の選定理由等 （１）割当先の概要」の香港東盛禾

投資集團有限公司の欄をご参照下さい。 

 

３．異動前後における香港東盛禾投資集團有限公司の所有する議決権の数及び所有割合 

 
議決権の数 

（所有株式数） 

総株主の議決権の 

数に対する割合 
大株主順位 

異動前 ― ― ― 

異動後 
3,500個 

（3,500株） 
16.90％ 第2位 

※議決権を有しない株式として発行済株式総数から控除した株式数    0株 

 平成22年8月24日時点の発行済株式総数（予定）  20,708株 

 

４．異動年月日 

 平成22年8月24日 

 

５．今後の見通し 

 当該異動による当社業績への影響はありません。 

 

以 上 


